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1．はじめに 

わが国の風力発電導入量は，新エネルギー等事業者

支援対策事業等により 1990 年代後半から急速に増加
しており，2008年 3月末時点で導入された風力発電設
備容量は 168万 kWに達し，1409基の風車が全国各地
に建設されている。その一方で，日本特有の自然環境

及び地形条件に起因する強風により，風車タワーの座

屈や基礎の崩壊等の重大事故も報告されている１），２）。 
このような状況に鑑み，平成 16年 9月，土木学会に
「風力発電設備耐風設計小委員会」が設置され，風車

の導入と建設を担当する電力会社，風力発電事業者，

建設会社の実務者，風車の製造・販売を行う国内メー

カーと代理店の技術者，そして大学・研究機関の研究

者からなる 35名の委員が 3年間の活動を経て，「風力
発電設備支持物構造設計指針・同解説」３）を策定し，

平成 19年 11月 27日に土木学会から刊行された。これ
により，わが国の自然環境条件および風力発電設備固

有の特性を考慮した支持物構造設計が可能になった。 
また昨年 6月 20日の建築基準法の改正に伴い，風力
発電設備支持物が該当する工作物の確認申請の手続き

が変更され，高さが 60mを超える風力発電設備は支持
構造の安全性を確認するために指定性能評価機関によ

る評価と大臣認定を受けることが必要となった。建築

基準法の改正は風力発電設備支持物の安全性と信頼性

の向上に貢献する一方，今年 4月 2日の朝日新聞 4)に

指摘されたように，耐震基準の厳格化により 6割以上
の風力発電の計画が遅れている事態も発生している。 
本稿は，建築基準法の考え方および高さが 60mを超
える風力発電設備支持物の性能評価の現状について紹

介するとともに，風力発電設備支持物構造設計に関わ

る技術課題について考える。 
 
2．建築基準法の考え方と変遷 

 建築基準法は昭和25年5月24日に制定され，同年10
月25日より施行された。建築基準法の第1条には「こ

の法律は，建築物の敷地，構造，設備及び用途に関す

る最低の基準を定めて，国民の生命，健康及び財産の

保護を図り，もって公共の福祉の増進に資することを

目的とする。」と書かれている。この第１条から以下の

二つのことが読み取れるとともに，建築基準法の中で

施行令や告示という具体的な形で示している。まず建

築基準法は最低の基準であり，従って，風力発電設備

の特性を考慮し，建築基準法に含まれていない検討を

行うことや建築基準法の規定を上回る荷重を用いるこ

とは可能であり，また必要に応じて行うべきである。

そして，建築基準法は国民の生命，健康及び財産の保

護を図るために，建築物と工作物が満足すべき性能を

規定している。具体的には工作物が満足すべき性能と

しては稀に発生する積雪荷重，風圧力，地震力に対し

て損傷しないこと（国民の財産の保護），稀に発生する

地震力に対して倒壊・崩壊しないこと（国民の生命，

健康の保護）が告示により示されている。 
建築基準法は，社会の発展とともに改定され，現況

に即した法律として運用されてきた。例を挙げると，

昭和56年4月24日に建築基準法施行令が改正され，いわ
ゆる新耐震設計法が導入された。また平成10年の第9
次改正は，平成7年の阪神淡路大震災を契機に各規定
の見直しが進み，建築物の安全性の一層の確保と建築

基準の性能規定の導入を始めとする単体規定の見直し，

建築規制の適用の合理化等の措置を構ずる事を内容と

した建築基準法の改正が行われた。民間機関による建

築確認・検査制度も創設され，平成12年6月1日に施行
された。さらに平成19年6月20日の改正は，構造計算書
偽造事件を契機に，より安全で信頼性の高い建築物を

提供することを目的に，建築確認手続きの厳格化を中

心とする見直しが行われた。高さが60mを超える工作
物の安全確認も指定性能評価機関による評価および大

臣認定を受けることになった。 
建築基準法自体はシンプルな形で構成されている。

建築基準法と施行令は別にすることにより，その目的
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と基準の適用範囲を明確にしている。また建築基準法

は，基準法＞施行令＞施行規則＞条例という構成をと

ることにより，地域の違いから生じる差異に対応でき

るようにしている。建築基準法の最新版は法令データ

提供システム5)から閲覧できる。 
 
3．風力発電設備支持物の性能評価 

第2章に述べたように建築基準法は平成10年から平
成12年にかけて「確認検査の民間開放」と「性能規定
化」を目的として大幅な改正が行われ，前者は建築規

制において民間の効率性を活用することが目的であり，

後者は特定の構法や材料の使用を前提とした「仕様」

による基準を廃止し，建築物が本来備えなければなら

ない「性能」によって基準を定めることにより，技術

開発を促進することが目的である。平成19年6月20日の
建築基準法の改正では，高さが60mを超える工作物も，
建築物と同様に「性能」によって基準を定めることに

なり，特殊な構造方法を用いた工作物や新しく開発さ

れた材料は建築基準法令に定められた一般的な基準で

はなく，高度な方法を用いて性能を検証することが可

能になった。また平成19年5月18日国土交通省告示第
620号により改正された平成12年建設省告示第1449号
第四には，「煙突等及び広告塔等のうち高さが60メー
トルを超えるものの構造計算の基準は，平成12年建設
省告示第1461号（第二号ハ，第三号ロ及び第八号を除
く。）に掲げる基準によること」としたことにより，高

層建築物と区別して工作物内に人が居住しないという

特徴を反映するとともに，地震の発生を予知できない

現状を踏まえ，極めて稀に発生する地震力に対して安

全性照査を行うことにより風車の倒壊・崩壊により人

命に対して危険が生じることがないように配慮した。 
風力発電設備支持物の性能評価は，時刻歴応答解析

工作物性能評価業務方法書 6)に従って行われる。また

建築基準法施行令第 139条第三号及び第四号ロの認定
に係る性能評価の内容は①長期荷重に対する安全性，

②積雪荷重に対する安全性，③風圧力に対する安全性，

④地震力に対する安全性，⑤荷重の組合せ，⑥長期荷

重に対する使用性，⑦外装材等の安全性，⑧特殊な材

料及び特殊な構造方法，⑨特殊な装置等となっている。

風力発電設備支持物はその中の①～⑥と⑧～⑨に関係

している。 

時刻歴応答解析工作物性能評価業務方法書には，風

力発電設備支持物が満足すべき性能についても示され

ている。まず稀に発生する荷重・外力の作用後も，風

力発電設備支持物の安全性や使用性および耐久性が低

下せず，補修を必要としない状態に保つことである。

そして，極めて稀に発生する荷重・外力に対しては，

風力発電設備支持物は，倒壊・崩壊しないことである。

前者は設計耐用期間内の構造物の安全性・使用性等を

適切なコストで確保することを目的とし，後者は人命

を保護することを目的としている。性能評価の詳細に

ついては第 4章で説明する。 
図 1には日本建築センターにおける建築基準法に基
づく性能評価業務の標準的な手続きの流れ 7)を示す。

事前相談から，申請書類の提出，審査委員会での説明，

部会での審議，審査委員会での報告を経て，性能評価

書が交付される。その後，国土交通大臣に提出し，大

臣の認定を受ける。建築基準法第 20条第一号の規定に
基づく国土交通大臣の認定に関する性能評価に要する

期間は，一般に 1ヵ月程度であり，性能評価後の大臣

認定取得に要する期間は概ね 2週間程度である。ただ
し，性能評価の期間は，個別の事案の事前準備状況に

よって異なる。また，風車に使用する材料の化学成分，

機械的性質を示す試験データが不足している場合には

追加試験を行う必要があるため，追加試験に要する分

だけより時間がかかる場合がある。性能評価機関の連

絡先及び業務内容は財団法人建築行政情報センター8)

のホームページに掲載されている。 

 

図１ 性能評価の標準的な手続きの流れ 7) 

 
4．風力発電設備支持物の安全性照査 

4.1 風力発電設備の特徴 

 風力発電設備は風力発電機（ブレード，ハブ，ナセ

ル）およびそれを支える支持物（タワー，ペデスタル，

基礎）から構成される。また風力発電設備支持物に作

用する荷重は，風車タワー，ロータ及びナセルに作用

する荷重からなるが，中では風車ロータに作用する風

荷重は風車の運転状況に応じて大きく変化する。 

 風力発電設備支持物の構造設計を行う際には以下に

示す風力発電設備の特徴を考慮する必要がある。 
1) 風力発電設備は一般に風況のよい地点に設置され，
台風時には周辺地域より強い風が吹くことが多い。

設置地点での設計風速の過小評価による被害例が

見られたことから，設置地点の自然環境条件に十



3 

分に注意する必要がある。 

2) 風力発電機はヨー制御やピッチ制御と呼ばれる制
御方式が採用されており，制御の方式によって発

電時に風力発電設備支持物に作用する風荷重が暴

風時に上回ることがある。 

3) 台風時の停電により制御用電源が喪失し，風力発
電設備に作用する風荷重は制御が可能な場合に比

べ大きくなる可能性がある。 

4) 風力発電設備は構造減衰が小さく，振動特性は建
築物や煙突などの工作物と異なる。 

5) 地震が発生する時に発電している確率が高く，地
震荷重を評価する際には発電時の風荷重を考慮す

る必要がある。 

以下，風力発電設備の特徴を考慮し，時刻歴応答解

析工作物性能評価業務方法書に基づき，長期荷重，積

雪荷重，風圧力，地震力に対する安全性照査および荷

重の組合せ，長期荷重に対する使用性，特殊な材料及

び特殊な構造方法，特殊な装置等に関する安全性照査

の方法について紹介する。 

 

4.2 長期荷重に対する安全性照査 

長期荷重に対する安全性照査では，風力発電設備支

持物の各部分の固定荷重，積載荷重及び発電時の平均

風荷重の最大値（多雪区域における積雪荷重等）を考

慮して求めた長期荷重に対して，風力発電設備支持物

の構造耐力上主要な部分の応力度や耐力の計算を行い

，各部に生じる力が長期許容応力度や長期許容耐力以

下であることを確認し，損傷が生じないことを確かめ

る。コンクリート系構造については，耐久性上有害な

ひび割れが生じないことを確かめる。 

 

4.3 積雪荷重に対する安全性照査 

風力発電設備支持物に作用する積雪荷重については

，平成12年建設省告示第1461号第二号に定められた方
法に基づき，施行令第86条に規定される方法により，
垂直積雪量，単位荷重より積雪荷重を求め，構造計算

を行う。固定荷重，積載荷重に積雪荷重を加え，風力

発電設備支持物の構造耐力上主要な部分の応力度や耐

力の計算を行い，各部に生じる力が短期許容応力度以

内であることを確認し，損傷が生じないことを確かめ

る。 

 

4.4 風圧力に対する安全性照査 

風力発電設備支持物に作用する風圧力については，

平成12年建設省告示第1461号告示第三号に定められた
方法によって構造計算を行うこととしているが，同号

ロにある基準風速の1.25倍の暴風での検討については
，評価員が必要と認めた場合に限る。従って，風力発

電設備支持物に関しては，極めて稀に発生する暴風に

対する検討を一律に行わないことを意味する。これは

，高層建築物と異なり，風力発電設備内に日常的に人

が出入り，居住する使用形態ではないことや台風の襲

来を事前に予知しうることを考慮したことによるもの

である。ただし，風車が市街地に建設され，風車の倒

壊・崩壊により人命に対して危険が生じると判断され

る場合には当該暴風に対する検討が必要となる。 
従って，極めて稀に発生する暴風時に風車の周囲に

人が入らないことが確保され，大臣認定の性能評価に

おいて確認された場合には，積雪荷重と同じように，

稀に発生する暴風時の風荷重に対して，支持物の構造

耐力上主要な部分の応力度や耐力の計算を行い，各部

に生じる力が短期許容応力度や短期許容耐力以内であ

ることを確認する。この際には直交方向の振動，ねじ

れ振動及び構造部材の疲労についても適切に考慮し，

損傷が生じないことを確かめる。 

(a) 風力発電設備支持物構造設計に必要な風荷重 

表 1には風力発電設備支持物構造設計に必要な風荷
重の一覧を示す。発電時の瞬間風荷重の最大値は，暴

風時の瞬間風荷重の最大値と共に，短期荷重の一つと

して評価する必要がある。また，風力発電設備支持物

に作用するせん断力と曲げモーメントは高さによって

支配的な風荷重が異なることについて注意を有する。

なお，風車タワーの共振風速は発電時の風速範囲に入

っており，ブレードとナセルの存在によりタワーから

発生する渦が乱されるため，発電時および暴風時には

風車タワーの渦励振の影響が小さいものとし，準定常

理論により風力発電設備に作用する風および風直交方

向の風荷重を求める。 

表 1 風車支持物構造設計に必要な風荷重の一覧 

荷重の種類 荷重特性 評価対象 

最大値 長期荷重 
発電時の 10分間平均

風荷重 年平均値 
地震荷重との

組み合わせ 
発電時の瞬間風荷重 最大値 短期荷重 
暴風時の瞬間風荷重 最大値 短期荷重 

風力発電設備支持物に作用する風荷重は「風力発電

設備支持物構造設計指針・同解説」に示されている方

法により求めることができる。暴風時と発電時の風荷

重は，指針の第 3 章により求めた設計風速および第 4
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章により定めた風力係数を基に，第 5章に示す等価静
的法により算定する。以下，風力発電設備支持物に作

用する風荷重の求め方について紹介する。 

(b) 設計風速の評価 

風力発電設備支持物を設計する際には建設地点の自

然環境を考慮した設計風速を決定することが重要であ

る。建設地点の地形が平坦な場合における設計風速は，

建築基準法に示す基準風速（10 分間平均風速の 50 年
再現期待値）を用いて，地表面粗度，ハブ高さを考慮

して評価することができる。一方，建設地点の地形が

急峻な場合には設計風速を求めることが容易ではない。

指針では地形による平均風速の割増係数を数値流体解

析により求め，山岳地帯における設計風速を評価した。 
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図 2 複雑地形上の風速の割増係数の解析例９) 

図 2には数値解析により複雑地形上の風速の割増係
数を求めた一例を示す。このケースでは 70mの高さで
も風速の割増係数が 1.2 を超えていることが分かる。
風圧力は風速の 2乗に比例することから，風速の割増
係数を正確に評価することは風力発電設備の耐風安全

性を考える上で極めて重要である。風車は風況のよい

地点に建設され，台風時には周辺地域よりも強い風が

吹くことが多い。風車を建設する際に設置地点での設

計風速の評価を誤ると，台風時に大きな被害を受ける

可能性がある。 
なお，局地的な地形による平均風速の割増は，風車

の設置位置における平均風速の高さ方向の分布係数を

適切に補正するためのものであり，平成 12年の建築基
準法に基づく告示（平成 12年建設省告示第 1454号）
に示されている基準風速を補正するためのものではな

いことに注意されたい。また，この風速の割増に関す

る取り扱いは建築基準法が改正される前と同じである。 

(c) 風力係数の評価 

 風力発電設備支持物に作用する風荷重を評価する際

には，ブレード，ナセルおよびタワーの風力係数が必

要であるが，一般的に，ブレードとナセルの風力係数

の入手は困難である。指針では，風力発電設備支持物

に作用する平均風荷重を算定するためのブレード，ナ

セルおよびタワーの風力係数を与えた。ブレードに関

しては実際の風車に採用されているブレードの空力デ

ータをもとに標準的なブレードモデルの風力係数を定

めた。またナセルに関しては矩形および卵形の形状を

設定し，風洞実験によって得られた実験結果をもとに

新たに風力係数を提案した１０)。ナセルの平均風力係数

を与える式は一様流中の風洞実験に対して作成したも

のであるが，ヨー角によって多少の差はあるものの，

平均風力係数は一様流中，乱流中とも同程度の大きさ

であるため，最終的な評価式はどちらもほぼ包含する

ものとした。 

(d) 暴風時の風荷重 

通常の構造物と異なり，風車に作用する風荷重は風

車の姿勢によって大きく変化する。また風車に作用す

る風荷重を求める際には風速の他，風車の空気力係数，

構造諸元，振動特性を正しく評価する必要がある 11）。

更に暴風時における風車の姿勢は，風車の制御方式に

よって変化し，風車に作用する最大風荷重が変化する

ことに注意を有する。 

 風力発電設備は構造減衰が小さく，振動特性は建築

物や煙突などの工作物と異なる。また日本では山岳地

形に風力発電設備が建設されることが多く，乱れの影

響も大きい。指針で提案された評価式により求めた粗

度区分Ⅰ～Ⅳにおける風荷重は，風応答解析プログラ

ム11)から得られた風荷重と一致し，建設地点での設計

風速が同じであっても，乱れが大きい程，風荷重が大

きいことに注意を有する。また指針では，設計者に使

いやすい形でガスト影響係数の簡便式も提案した。建

築基準法を模して，粗度区分毎におけるガスト影響係

数を定めた。なお，建築基準法によるガスト影響係数

は風車の規模が小さい時に過小に評価されることに注

意を有する12)。 

(e) 発電時の風荷重 

表 1に示すように風車支持物構造設計を行う際には
暴風時の風荷重に加え，発電時の風荷重も評価する必

要がある。長期荷重及び地震時に風車に作用する荷重

を評価する際には風車発電時の平均風荷重を求める必

要がある。風車発電時のロータに作用する平均風荷重

はメーカーから提供されたスラスト係数により求める

ことができる。ピッチ制御風車の場合には発電時の平

均風荷重の最大値は定格風速に出現するのに対して，

瞬間風荷重の最大値はカットアウト時に出現している

ことに注意を有する。発電時の瞬間風荷重の特性につ
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いては文献 13に参照されたい。 

4.5 地震力に対する安全性照査 

風力発電設備支持物に作用する地震力について平成

12年建設省告示第 1461号告示第四号に定められた方法
によって構造計算を行い，以下の各項について評価す

ることにより風力発電設備支持物の安全性を照査する。 
 
(a) 水平方向入力地震動の設定 

水平方向入力地震動は日本建築センターにより策定

された設計用入力地震動作成手法指針案14)に従い，作

成することができる。スペクトルの適合度については

国土交通省建築研究所15)から提案されたクライテリア

を用いて適合度判定できる。時刻歴応答解析に用いら

れる地震波は以下に示す3種類がある。 
まず平成12年建設省告示第1461号告示第四号イに定
められた解放工学的基盤における加速度応答スペクト

ルにより，建設地表層地盤による増幅を適切に考慮し

た模擬地震波（「告示波」という。）を作成し，設計用

入力地震動とする。この場合，告示第四号イに定めら

れた継続時間等の事項を満たし，一様乱数，観測地震

波（例えば，海洋型地震であるHACHINOHE 1968 EW
，直下型地震であるJMA KOBE 1995 NS等）の位相特
性を考慮して作成した3波を用いる14)。 
次に告示第四号イただし書により，建設地周辺にお

ける活断層分布，断層破壊モデル，過去の地震活動、

地盤構造等に基づいて，建設地における模擬地震波（「

サイト波」という。）を適切に作成することができる。

例えば，風力発電設備が静岡県に建設される場合には

南海トラフの巨大地震として東海・東南海・南海地震

を設計用入力地震動として採用できる。 
最後に，上記に作成された地震波が適切なものであ

ることを確かめるため，過去における代表的な観測地

震波（例えば，EL CENTRO 1940 NS，TAFT 1952 EW
，HACHINOHE 1968 NS）のうち，建設地及び支持物
の特性を考慮して適切に選択した3波以上について，そ
の最大速度振幅を0.25m/s，0.5m/sとして作成した地震
波を，それぞれ稀に発生する地震動，極めて稀に発生

する地震動として採用する。 
なお，上記の最大速度振幅の値は施行令第88条第1
項に定められた地震地域係数Zを乗じた値とすること
ができる。 

(b) 応答解析に用いる振動系モデルの設定 

風力発電設備支持物の振動系モデルは，風力発電設

備支持物の各部分に生じる力及び変形を適切に把握で

きるように設定される必要がある。また風力発電設備

支持物と地盤の動的相互作用が支持物の振動性状に与

える影響が大きいと推定される基礎構造を有している

場合には，支持物と地盤の動的相互作用16)を考慮した

振動系モデルを用いる必要がある。極めて稀に発生す

る地震に対しても風力発電設備支持物の構造耐力上主

要な部分に損傷が生じないように構造設計を行うため

，振動系モデルの復元力特性は弾性とすることが可能

である。また減衰特性については「風力発電設備支持

物構造指針・同解説」に準拠し，1次固有振動数に対し
て設定できる。 

(c) 水平方向地震力に対する応答計算 

風力発電設備支持物の各応答値は，設定した振動系

モデルに対する運動方程式をNewmark-β法（β=1/4）
を用いた数値積分法により，求めることができる。 

また，2方向同時に地震動が加わった場合の応答又は

主軸に対して45度方向に地震動が加わった場合の応答

の影響，上下方向の地震動の影響，入力地震動の位相

差の影響，鉛直方向の荷重に対する水平方向変形の影

響を必要に応じて検討する必要がある。 

(d) 評価判定クライテリア 

稀に発生する地震時に，構造耐力上主要な部分の変

形によって風力発電設備支持物の部分に著しい損傷が

生じるおそれのないことや支持物の構造耐力上主要な

部分に生じる応力が短期許容応力度以内であることを

確かめると共に，極めて稀に発生する地震時に，支持

物の構造耐力上主要な部分が弾性的な挙動を示す範囲

にあることを確かめる。 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

-180 -135 -90 -45 0 45 90 135 180

本指針

時刻歴応答解析

タ
ワ
ー
基
部
の
最
大
曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
(
k
N
m
)

地震力と風向のなす角度 (度)  
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による変化 

 (e) 地震荷重と風荷重の組み合わせ 

地震が発生する時には，風車が発電している可能性

が高いことから，風車発電時の地震荷重には風車発電

時の風荷重の年平均値を考慮する必要がある。図 3に
は，時刻歴応答解析により求めた定格出力 400kＷの風
車の発電時に地震力が作用するときのタワー基部の曲
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げモーメントの一例 17)を示す。この図から，発電時の

地震荷重の最大値は必ずしも地震力の作用方向と風向

が一致するときに出現するとは限らないことが分かる。

これは発電時の空力減衰の効果により地震荷重が低減

されることによるものである。 

4.6 荷重の組合せと長期荷重に対する使用性 

積雪荷重，風圧力又は地震力に対する安全性を検討

する場合には 4.2 に規定する荷重及び外力との組合せ
を適切に考慮し，風力発電設備支持物の構造耐力上主

要な部分の構造安全性を確かめると共に，4.2に規定す
る実況に応じた荷重及び外力による変形又は振動によ

って，支持物の使用上の支障が生じないことを確かめ

る必要がある。 

4.7 特殊な材料・構造方法 

風車のタワー及び基礎に使用する材料については

JIS規格に適合していないものは建築基準法第37条第

二号の規定に基づき，国土交通大臣の認定を受ける必

要がある。例えば，鍛造のフランジ材，200mmを超え
る厚いフランジ材および太径高力ボルトについては建

築基準法第 37 条第二号の認定を受けたものを用いる
必要がある。 
一方，海外規格に適合する材料は JIS 規格に適合し
ていることを示したものは，建築基準法第 37 条第一号

の規定に基づき指定された JIS 規格に適合するものと
して使用することが可能である。JIS 規格に適合して
いるかどうかは，海外規格により製造された実際に使

用する材料の化学成分，機械的性質を示す試験データ

が JIS 規格の範囲に入っているかどうかにより判断す
る。従って，海外規格と JIS 規格とが完全に一致して
いなくても，使用する材料の化学成分，機械的性質に

関する試験データが JIS 規格の範囲に入っていれば，
対象材料は JIS適合と判断される。そのため，JIS規格
に適合するかどうかを判断する際には使用材料に関す

る試験データが不可欠であり，データ不足の場合には

追加試験を要する場合がある。 

4.8 特殊な装置 

風力発電設備支持物の安全性を考える上では特殊な

装置等も重要である。風力発電機は通常ヨー制御，ブ

レードピッチ制御，ロータ回転制御，振動・加速度検

知による緊急停止など，構造安全性に関連する特殊な

装置が用いられているため，風力発電設備支持物の設

計においては想定したとおりの特性又は機能を有する

か，またその特性または機能を維持するために適切な

維持管理されているかを確認する必要がある。特に稀

に発生する暴風時に停電によりヨー制御が不能になっ

た場合を想定するなど，各制御のフェールセーフを考

慮した荷重設定を行い，安全性を確保することが望ま

れる。 

5．風力発電設備支持物構造設計に関わる技術課題 

 「風力発電設備支持物構造設計指針・同解説」３）は，

平成 19年 11月 27日に土木学会から刊行され，わが国
の自然環境条件および風力発電設備固有の特性を考慮

した支持物構造設計が可能になったが，幾つかの技術

課題も残されている。 
まず指針 2007版では，過去に発生した風車倒壊事故
の例を鑑み，稀に発生する風圧力に対して風力発電設

備支持物の安全性向上に主眼を置いたため，極めて稀

に発生する地震力に対する照査方法を明示していない。

現状では極めて稀に発生する地震力に対しても，杭お

よび基礎の安定計算の一部分を除いて，短期許容値を

用いて支持物の安全性を照査しており，支持物の弾塑

性を考慮した設計法の提案が望まれる。 
またタワーの接合部分のボルトについては，国内に

おいてJIS B 1186を使用した引張・摩擦接合18) ，19)が一

般的であるのに対して，欧州20) ，21) ，22)では風車タワー

の設計に引張接合が用いられている。例えば，現在欧

州で広く使われている風車タワー接合部のボルト設計

では離間を認め，疲労耐力と終局耐力を別々に照査し

ている。疲労耐力の照査をクリアできれば，ボルトの

短期許容引張力を初期導入張力より高く設定すること

を認めている。ただし，ボルトの疲労耐力を照査する

際の風速の最大値は風車の設計風速の0.7倍としてお
り，高風速による疲労損傷を無視している。欧州には

台風がないため，風速の確率分布はワイブル分布に従

う。そのため，高風速の出現頻度が極めて低く，高風

速による疲労損傷を無視できる。一方，わが国では台

風の影響により，風速の確率分布は高風速側において

ワイブル分布に従わず，台風により高風速の出現頻度

が高くなる。現状では設計風速までの強風を含めた疲

労耐力評価を行っておらず，台風に起因する高風速が

ボルトの疲労強度にどのような影響を与えるかは不明

である。また離間を認めた場合には極めて稀に発生す

る地震力に対して，風車タワーのフランジ接合部を剛

結と仮定することができず，離間による非線形効果を

考慮した時刻歴応答解析の手法および離間を模擬する

非線形ばねモデルを確立する必要がある。 
さらに，風力発電設備支持物の大臣認定を受ける際

には１機ずつ受けるのが現状である 23）。同タイプの風

力発電設備支持物であれば，設置する地域の地盤条件
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や風力など外的要因が同じなら，安全と判断できる。

そのために，一部地域の戸建て住宅などで実施してい

る「一般認定」を風力発電設備支持物に適用すれば，

風力発電設備支持物タイプごとに審査して大臣認定を

与えることにより，性能評価や大臣認定を経なくても，

建築確認を受けられるようにすることが可能となるが，

地形による風速の割増係数の算定方法や支持物と地盤

の動的相互作用の評価方法の確立は不可欠である。 
 
6．おわりに 

昨年 6 月 20 日の建築基準法の改正に伴い，高さが
60mを超える風力発電設備は支持構造の安全性を確認
するためには，指定性能評価機関による評価と大臣認

定を受けることが必要となった。本稿は，建築基準法

の考え方および風力発電設備支持物の性能評価と安全

性照査の現状について紹介するとともに，風力発電設

備支持物構造設計に関わる技術課題を明らかにした。 
風力発電設備支持物構造設計指針に関しては，現在

土木学会構造工学委員・風力発電設備の動的解析と構

造設計小委員会 24）においてその改定を行っている。

極めて稀に発生する地震力に対する構造設計手法の提

案やタワーの接合部分に関する新しい設計手法の導入

を行うと共に，風力発電設備支持物の一般認証に関す

る技術問題の検討を行う予定である。これらの活動を

通じて，風力発電設備支持物の安全性向上や風力発電

のさらなる導入拡大に貢献できることを願っている。 
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